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はたらく人びとの絆を大切にするあなたへお届けするニュースレター 2017年７月３日

事業創造パートナーズ

平成２５年４月１日施行の労働契約法の改正によ
り、平成３０年４月から無期転換申込権が発生し
ます。
無期転換申込権は、労働者が行使した場合に発生
しますので、有期雇用する労働者がいる企業にお
いては、必ず無期転換に備えて準備しておく必要
があります。

無期転換への準備を具体的に進めましょう！

☆平成２９年度の助成金も出そろいましたので、近日セミナー開催決定です！（８月実施予定）
後日ご案内いたします。ぜひご参加ください。

☆助成金情報 ◇業務改善助成金◇（中小企業・小規模事業者のみ）
事業所内で最も低い賃金の引上げを行った場合に、生産性向上のための設備投資のための経費の一
部を助成するというものです。例として引上げ額６０円の場合、最大１００万円の助成額となりま
す。（例えば、生産性向上のための業務ソフトを購入の場合など）※詳細はお問合せください

雇用関係助成金セミナーを開催します

☆では、無期転換後の就業規則には、ど
んな項目を定めればよいのでしょうか。

・無期転換申込の手続きについて
（いつ申し込むか、指定の申込用紙で書面で
申し込むこと等）
・労働条件（労働時間、休日、休暇、賃金、
人事異動等）
・休職
・解雇、表彰および懲戒
・福利厚生
・退職、定年
・人事評価等（労働条件見直しの機会）

有期契約社員または正社員と同様の就業規則
を適用する部分については、
「○○就業規則を準用する」等の記載にして
おけば十分です。

※無期転換社員への対応については、契約更
新の上限を定めるなどの対応も考えられます
が、今後人材確保がさらに難しくなって行き
ますので、入社３年程度で正社員への転換や
無期転換を視野に入れて、人材を確保してい
くことを考えていかなければなりません。今
まで以上に契約更新時の手続きは慎重に、個
別に対応していくことが大事です。また、無
期転換後の社員の人事評価等についても、考
えていく必要があります。

☆無期転換後の社員に適用する就業規則は
ありますか？

有期契約社員と同じ仕事内容のまま無期転換す
る場合は、契約期間の定めだけなくなるので、
無期転換後の就業規則はいらない。
・・・これでよいのでしょうか？
答えは「いいえ」です。無期転換後に適用と

なる就業規則は必要です。

無期転換後適用の就業規則がない場合は・・・
・定年の定めがない。
・正社員の就業規則が適用となると判断される
場合がある。
例）賃金（手当等）、退職金などが正社員と同
様に支給対象となる場合がある。
・有期契約更新時に、労働条件の見直し（時給、
所定労働時間等）など行っていた場合は、無期
になることで見直しの機会がなくなってしまう。


